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環境事業団平成15事業年度決算等に関する公告

独立行政法人環境再生保全機構法（平成15年法律第43号）附則第４条第１項の規定に基づき環境事

業団は平成16年４月１日に解散し、その一切の権利及び義務は、その時において独立行政法人環境再

生保全機構及び日本環境安全事業株式会社が承継したことに伴い、同法附則第４条第６項の規定に基

づき平成15事業年度環境事業団の決算等について次のとおり公告します。

平成16年８月31日

神奈川県川崎市幸区大宮町1310番

独立行政法人環境再生保全機構

理 事 長 田中 健次

東京都港区芝１－７－17

日本環境安全事業株式会社

代表取締役社長 宮坂 真也

１ 平成15事業年度の貸借対照表及び損益計算書の概要

(1) 一般業務勘定

貸 借 対 照 表 の 要 旨

（平成16年3月31日現在） （単位：千円）

資 産 の 部 負 債 及 び 資 本 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産 11,706,387 流 動 負 債 3,600,022

固 定 資 産 275,598,387 固 定 負 債 282,973,675

事 業 資 産 271,963,065 環 境 事 業 団 債 券 10,000,000

割 賦 譲 渡 元 金 185,630,146 長 期 借 入 金 263,602,113

建 設 施 設 資 産 995,522 造 成 建 設 前 受 金 1,771,018

未 成 建 設 施 設 資 産 8,090,543 造 成 建 設 補 助 金 2,499,958

貸 付 金 77,222,708 造 成 建 設 助 成 金 39,560

貸付用環境浄化機材 24,144 引 当 金 1,551,569

有 形 固 定 資 産 66,202 預り維持管理積立金 3,449,205

投 資 そ の 他 の 資 産 3,569,120 資 産 見 返 補 助 金 321

資 産 見 返 交 付 金 59,930

特別法上の引当金等 14,158

（負 債 合 計） 286,587,856

資 本 金

政 府 出 資 金 6,700,000

欠 損 金 5,983,080△

資 本 剰 余 金 18,942

欠 損 金

当 期 損 失 金 △ 6,002,023
（資 本 合 計） 716,919

資 産 合 計 287,304,775 負 債 ・ 資 本 合 計 287,304,775

損 益 計 算 書 の 要 旨

（平成15年4月1日から平成16年3月31日まで） （単位：千円）

費 用 の 部 収 益 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

経 常 費 用 39,686,112 経 常 収 益 35,287,844
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事 業 費 用 29,838,724 事 業 収 入 28,091,922

事 業 資 産 譲 渡 原 価 20,581,763 割 賦 譲 渡 元 金 収 入 19,464,418

環境浄化機材貸付事 8,935 環境浄化機材貸付収入 6,164

業費 環境浄化機材維持管 3,236

受 託 業 務 費 1,994 理準備金戻入

借 入 金 利 息 9,195,008 受 託 業 務 収 入 1,994

貸 付 業 務 委 託 費 50,738 割 賦 譲 渡 利 息 5,739,268

維持管理積立金支払 284 貸 付 金 利 息 2,876,549

利息 維持管理積立金運用 24

一 般 管 理 費 1,436,698 収入

引 当 金 等 繰 入 4,149,857 維持管理積立金利息 267

事 業 外 費 用 4,260,831 補てん準備金戻入

政 府 交 付 金 収 入 6,624,364特 別 損 失

貸 倒 損 失 1,603,755 資産見返補助金戻入 125

資産見返交付金戻入 10,086

事 業 外 収 益 561,346

当 期 損 失 金 6,002,023

合 計 41,289,867 合 計 41,289,867

(注)当期損失金6,002,023,008円は、環境事業団法(昭和40年法律第95号)第26条第2項の規定により

繰越欠損金として整理する。

重 要 な 会 計 方 針 等

１ 有価証券の評価基準及び評価方法

総平均法による原価法によっている。

２ たな卸資産の評価基準及び評価方法

(1) 建 設 施 設 資 産 個別法による原価法によっている。

(2) 未成建設施設資産 個別法による原価法によっている。

３ 固定資産の減価償却方法

法人税法の基準を採用し、定額法により行っている。なお、減価償却累計額は次のとおりで

ある。

事 業 資 産 18,703,620円

有形固定資産 85,394,125円

４ 引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

割賦譲渡元金及び貸付金の貸倒れによる損失に備えるため、内規により、当該事業年度末

割賦譲渡元金及び貸付金残高の15/1000の範囲内で計上していた。

なお、本年度は引当額以上に償却したため引当金は0円とした。

(2) 退職給与引当金

役職員の退職金の支払いに充てるため、役職員が自己都合で退職した場合の期末要支給額

の範囲内で計上している。

(3) 工事補償等引当金

土地及び施設を譲渡先に引き渡すまで天災等によって生じた損害を事業団が負担する場合

並びに引き渡し後の土地及び施設に予測し難い瑕疵等が発生し、補償工事を事業団が行う場

合に備えるため、「環境事業団建設原価計算要領」（昭和55年4月1日）第11条の規定により

、当該事業年度中に支出した「用地費及補償費」の額の5/10000に相当する金額、並びに「
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施設費」及び「測量及試験費」の合計額の3/1000に相当する金額の合計額を計上している。

５ その他財務諸表作成のための重要な事項

(1) 消費税の会計処理

消費税の会計処理は、税抜方式によっている。

(2) 延滞債権額

割賦譲渡元金のうち、延滞債権額（弁済期限を６か月以上経過して延滞となっている元金

残高額）は、30,494,252,034円となっている。

貸付金のうち、延滞債権額（弁済期限を６か月以上経過して延滞となっている元金残高額

）は、3,070,592,919円となっている。

(3) 収益・費用の計上基準

発生主義

(4) 債券発行費の会計処理

全額を未成建設施設資産に計上。

(2) ポリ塩化ビフェニル廃棄物処理業務勘定

貸 借 対 照 表 の 要 旨

（平成16年3月31日現在） （単位：千円）

資 産 の 部 負 債 及 び 資 本 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産 27,960,252 流 動 負 債 15,200,575

固 定 資 産 19,340,556 固 定 負 債 32,100,232

事 業 資 産 長 期 借 入 金 8,300,000

ポリ塩化ビフェニル 19,276,027 ポリ塩化ビフェニル 12,376,507

廃棄物処理事業施設 廃棄物処理基金

建設仮勘定 退 職 給 与 引 当 金 12,725

有 形 固 定 資 産 64,528 資 産 見 返 補 助 金 11,411,000

（負 債 合 計） 47,300,808

剰 余 金

利 益 剰 余 金

当 期 利 益 金 0

（資 本 合 計） 0

資 産 合 計 47,300,808 負 債 ・ 資 本 合 計 47,300,808

損 益 計 算 書 の 要 旨

（平成15年4月1日から平成16年3月31日まで） （単位：千円）

費 用 の 部 収 益 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

経 常 費 用 経 常 収 益 4,273,829

ポリ塩化ビフェニル 4,273,829 国 庫 補 助 金 収 入 2,000,000

廃棄物処理基金繰入 都道府県補助金収入 2,263,000

事 業 外 収 益 10,829当 期 利 益 金 0

合 計 4,273,829 合 計 4,273,829

重 要 な 会 計 方 針 等

１ 有価証券の評価基準及び評価方法

総平均法による原価法によっている。
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２ たな卸資産の評価基準及び評価方法

ポリ塩化ビフェニル廃棄物処理事業施設建設仮勘定

個別法による原価法によっている。

３ 固定資産の減価償却方法

法人税法の基準を採用し、定額法により行っている。なお、減価償却累計額は次のとおりで

ある。

有形固定資産 2,754,074円

４ 退職給与引当金の計上基準

役職員の退職金の支払いに充てるため、役職員が自己都合で退職した場合の期末要支給額の

範囲内で計上している。

５ その他財務諸表作成のための重要な事項

(1) 消費税の会計処理

消費税の会計処理は、税抜方式によっている。

(2) 収益・費用の計上基準

発生主義

(3) 地球環境基金業務勘定

貸 借 対 照 表 の 要 旨

（平成16年3月31日現在） （単位：千円）

資 産 の 部 負 債 及 び 資 本 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産 114,670 流 動 負 債 99,942

固 定 資 産 13,637,065 固 定 負 債 18,532

有 形 固 定 資 産 3,804 引 当 金 14,728

投 資 そ の 他 の 資 産 資 産 見 返 補 助 金 3,804

（負 債 合 計） 118,475地 球 環 境 基 金 資 産 13,633,261

資 本 金

政 府 出 資 金 9,400,000

出 え ん 金

民 間 等 出 え ん 金 4,233,261

（資 本 合 計） 13,633,261

資 産 合 計 13,751,736 負 債 ・ 資 本 合 計 13,751,736

損 益 計 算 書 の 要 旨

（平成15年4月1日から平成16年3月31日まで） （単位：千円）

費 用 の 部 収 益 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

経 常 費 用 943,735 経 常 収 益 943,735

事 業 費 用 847,898 基 金 運 用 収 入 201,239

民間活動助成事業費 764,607 国 庫 補 助 金 収 入 740,260

民間活動振興事業費 83,291 寄 付 金 収 入 0

一 般 管 理 費 95,655 資産見返補助金戻入 1,938

事 業 外 費 用 181 事 業 外 収 益 296

当 期 利 益 金 0

合 計 943,735 合 計 943,735
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重 要 な 会 計 方 針 等

１ 有価証券の評価基準及び評価方法

総平均法による原価法によっている。

２ 固定資産の減価償却方法

法人税法の基準を採用し、定額法により行っている。なお、減価償却累計額は次のとおりで

ある。

有形固定資産 9,588,159円

３ 退職給与引当金の計上基準

役職員の退職金の支払いに充てるため、役職員が自己都合で退職した場合の期末要支給額の

範囲内で計上している。

４ その他財務諸表作成のための重要な事項

収益・費用の計上基準 発生主義

(4) 納付業務勘定

貸 借 対 照 表 の 要 旨

（平成16年3月31日現在） （単位：円）

資 産 の 部 負 債 及 び 資 本 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産 0 流 動 負 債 0

（負 債 合 計） 0

資 産 合 計 0 負 債 ・ 資 本 合 計 0

損 益 計 算 書 の 要 旨

（平成15年4月1日から平成16年3月31日まで） （単位：円）

費 用 の 部 収 益 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

経 常 費 用 102,000 経 常 収 益 102,000

納 付 業 務 費 37,000 政 府 交 付 金 収 入 37,000

返 納 金 65,000 納 付 金 収 入 65,000

雑 益 0当 期 利 益 金 0

合 計 102,000 合 計 102,000

(備考) 一般業務勘定、ポリ塩化ビフェニル廃棄物処理業務勘定及び地球環境基金業務勘定の各表の

金額は、千円未満を切り捨てて表示している。

２ 主たる事務所の所在地、ディスクロージャー担当部署及びその電話番号

(1) 独立行政法人環境再生保全機構

① 主たる事務所の所在地 神奈川県川崎市幸区大宮町1310番

② ディスクロージャー担当部署 総務部企画課、事業管理部企画調整課

③ 電話番号 044-520-9520(総務部企画課)、044-520-9584(事業管理部企画調整課)

(2) 日本環境安全事業株式会社

① 主たる事務所の所在地 東京都港区芝１－７－17

② ディスクロージャー担当部署 管理部経営企画課、管理部経理課

③ 電話番号 03-5765-1909(管理部経営企画課)、03-5765-1914(管理部経理課)

３ 平成15事業年度の事業報告の概要

（単位：千円）

事 業 区 分 平成15事業年度実績
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(1) 建設譲渡業務 5,409,000

① 集団設置建物の設置、譲渡 0

② 共同福利施設の設置、譲渡 1,255,000

③ 大気汚染対策緑地の設置、譲渡 1,210,000

④ 地球温暖化対策緑地の設置、譲渡 2,944,000

⑤ 産業廃棄物処理施設・一体緑地の設置、譲渡 0

(2) その他業務 190

① 廃棄物処理技術開発・調査研究 0

② 環境浄化機材貸付 190

③ 海外環境情報提供等 0

(3) ポリ塩化ビフェニル廃棄物処理業務 15,238,537

(4) ポリ塩化ビフェニル廃棄物処理基金業務 0

① ポリ塩化ビフェニル廃棄物処理助成事業 0

② ポリ塩化ビフェニル廃棄物処理振興促進事業 0

(5) 地球環境基金業務 847,898

① 民間活動助成事業 764,607

② 民間活動振興事業 83,291

(6) 納付業務

事務費納付 37

（注）上記実績のほか、廃棄物の処理及び清掃に関する法律第８条の６第１項に基づく維持管理積立

金の管理業務を実施した。

４ 組織の概要

(1) 役員

定数 理事長１人、理事３人以内、監事１人
（平成16年3月31日現在）

氏 名 役 職 任 期 最 終 官 職

田中 健次 理事長 平成11年10月１日～平成16年３月31日 環境事務次官

加納 正弘 理 事 平成13年７月15日～平成16年３月31日 総理府社会保障制度審議会事務局
長

比護 正史 理 事 平成14年７月23日～平成16年３月31日 財務省大臣官房審議官

長尾梅太郎 理 事 平成13年８月15日～平成16年３月31日 経済産業省大臣官房審議官

─小嶋 國基 監 事 平成13年７月15日～平成16年３月31日

(2) 職員数（平成15年度末定員）
159人


